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はじめに
　インドにおける婚姻法は，当事者が属する宗教コミュニティごとに適用法が
異なっている。その中で大多数の人口を擁するヒンドゥー教では，「婚姻は契
約であると同時に神聖な秘蹟でもある。息子を得，先祖への負債を返済するた
め，また宗教的儀式や精神的義務を果たすために婚姻は秘蹟とされ，それゆえ
に，婚姻年齢に達していないことや婚姻意思が合致しないことなど，契約とし
ての婚姻成立要件とされる事項を欠く場合でも，当該婚姻は無効とされない。
ただし，婚姻の成立要件としてはヒンドゥー慣習法で定められた儀式の挙行が
必要とされる」ωとされている。
　わが国における婚姻法においても，婚姻は制度なのか契約なのかが問われて
きた（2）。しかし，憲法24条1項が「婚姻は，両性の合意のみに基づいて成立」
すると明言し，両当事者の合意という契約的側面を中核に据えることによって，
近代的婚姻制度が成立したものと考えられている。ヒンドゥー婚姻法において
（1）Dr．ニリマ・チャンディラマニ（伊藤弘子訳）「インド家族法（上）」戸籍時報
　598号p．18（2006年5月）
（2）　たとえば，青山道夫・有地亨「婚姻の制度的性格」同編「新版注釈民法⑳』（有
　斐閣，1989年）p．155以下などを参照。
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は，婚姻は契約であるとされながら，契約としての婚姻成立要件を欠いても婚
姻は無効とされていない。したがって，ヒンドゥー婚姻法における契約的側面
と制度的側面のせめぎあいを考察することによって，わが国の婚姻法における
憲法24条1項の意義も逆に浮き出てくることになろう。
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第1節インド婚姻法の全体像
　インドは，広大な土地と膨大な人口を抱え，多くの民族が混じりあった，
多様性をもつ国家である。外務省による公表資料（http：／／www．mofa．go．jp／
mofaj／area／india／data．htm1）によれば，2006年2月現在の面積は328万
7263km2（日本の約9倍）である。2001年のセンサスによれば（http：／／www．
censusindia．net／religiondata／），人口は，約10億2，800万人（日本の約8倍）
となっている。宗教人口による区別は，ヒンドゥー教徒が8億2，800万人（80．5
％），イスラム教徒が1億3，800万人（13．4％），キリスト教徒が2，400万人（2．3
％），シク教徒が1，900万人（1．8％），仏教徒が800万人（0．8％），ジャイナ教
徒が420万人（0．4％），ゾロアスター教徒（パールシー）が約7万人（0．007％）
である。
　婚姻に対する考え方は，宗教によって異なっているところ，インド憲法第
44条は，「国は，国民に対し，インド全域にわたる統一民法典を確保するよう
努力しなければならない」と宣言した。しかしこの宣言はいまだに達成されて
おらず，今日のインドでは，民事婚姻法と宗教婚姻法とが併存している。民事
婚姻法には，1954年の「特別婚姻法（Special　Marriage　Act）」があり（3），あ
（3）　特別婚姻法の概要については，山崎利男「インドの婚姻と離婚の法」福島正夫編
　　『家族　政策と法　5社会主義国・新興国』（東京大学出版会，1976年，以下，「山
　崎1976」として引用），大野秀夫「インドの家族法」黒木三郎監修『世界の家族法』
　　（敬文堂，1991年），M．　P．ジェイン（神谷笑子訳）「インド婚姻・離婚法」宮崎孝
　治郎編『新比較婚姻法1　東洋』（勤草書房，1960年）を参照。
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らゆる国民がこれに基づいて婚姻することができるが，実際の婚姻件数は極め
て少数であるとされている。
　宗教婚姻法には，3つの法律が存する。ヒンドゥー教徒に対しては，1955年
の「ヒンドゥー婚姻法（Hindu　Marriage　Act）」が制定されている。イスラ
ム教徒の婚姻法に関しては，成文化されていないが，イスラーム法が適用され
ることとされ，そこでは婚姻は当事者間の契約と解されている（4）。婚姻契約の
約因（consideration）は，寡婦産（dower：夫から妻に支払われる金銭その
他の財産）であるとされる（5）。キリスト教徒に対しては，1872年「キリスト
教徒婚姻法（Christian　Marriage　Act）」が適用される。ゾロアスター教徒
（パールシー）に対しては，1936年「パールシー婚姻及び離婚法（Parsi　Mar－
riage　and　Divorce　Act）」が適用される（6）。キリスト教徒及びゾロアスター教
徒の婚姻も，法的には契約であるとされている（7）。
　このようにインドの婚姻法は，多様性を特徴としているが，ヒンドゥー婚姻
法はインド国民の大多数に適用される法であるにもかかわらず，なお実効性を
有していないとの批判も多い。現実の婚姻関係については，カースト制度によ
る分離や不可触民に対する非人間的な取り扱いが残存している⑧。また，幼児
婚，サティー，ダウリーなど女性を著しく不平等に取り扱う慣行も生きており，
（4）　イスラーム婚姻法については，柳橋博之編著『現代ムスリム家族法』（日本加除
　　出版，2005年）p．319－397（伊藤弘子執筆）を参照。なお，インドにおけるムスリ
　　ム女性の婚姻については，柴原三貴子『ムスリムの女たちのインド』（木犀社，
　　2005年）p．　18－20を参照。
（5）　チャンディラマニ・前掲p．18。なお，伊藤・前掲p．　339は，寡婦産（dower）
　　でなく，一般的なイスラーム法上の用語である婚資（mahr）と呼んでいる。
（6）　キリスト教徒婚姻法ならびにパールシー婚姻及び離婚法の概要については，ジェ
　　イン・前掲邦訳書を参照。なお，ゾロアスター教徒の婚姻儀礼については，P．　R．
　　パーツ（奥西峻介訳）『ゾロアスター教』（青土社，2004年）p．143を参照。ゾロ
　　アスター教の教義については，岡田明憲『ゾロアスター教』（平河出版社，1982年）
　　を参照。
（7）　チャンディラマニ・前掲p．19
（8）　不可触民の問題については，山際素男「不可触民』（三一書房，1981年）を，と
　　りわけ不可触民の女性問題については，山下明子『インド・不可触民の女たち』
　　（明石書店，1986年）を，それぞれ参照。
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それらの慣行がインドの合同家族（joint　family）（9）を背景にもつことによっ
て，嫁を夫方の家族内において著しく孤立した存在にしてしまう。それらの結
果として，夫や夫の両親等によるドメスティック・バイオレンスが横行するこ
ととなることが指摘されている⑩。
　わが国においても，インドの判例がそのまま引用され，ヒンドゥーにおける
婚姻は宗教的制度であって契約ではないと断言されることが多い。しかし，ヒ
ンドゥー婚姻法は，後述するように契約的契機をも多々含んでいるのであって，
婚姻の契約的側面を重視した解釈の余地は全くないのだろうか。ヒンドゥー婚
姻法の解釈を見直して，男女間の実質的な平等を図るべきものであるように思
われる。現にインドにおいても，そのような解釈の動向が見られるのであ
るω。本稿は，そのような意味において，ヒンドゥー婚姻法の契約的側面を
取り上げて考察せんとするものである。
第2節　ヒンドゥー婚姻法の適用範囲
1955年ヒンドゥー婚姻法は，ヒンドゥー教徒間等の婚姻に関する法である。
ヒンドゥー教徒と他の教徒との間の婚姻は，1954年特別婚姻法によることと
（9）合同家族とは，「同じ父祖から生まれた男系の子孫とその妻子たちから構成され
　　る家族」であり，「父の生存中に，2人以上の息子がそれぞれ妻子とともに父母と
　　共同に生活し，また父の死後でも，息子たちが家族の財産を分割することなく
　　（avibhakta），引き続いて生活を共同にすることを特徴とする家族」である（山崎
　　利男「インド家族法の原理とその変化」川井健ほか編「講座　現代家族法　第1巻』
　　（日本評論社，1991年，以下，「山崎1991」として引用）p．237。合同家族の機能
　　と問題点については，K．　M．カバディア（山折哲雄訳）『インドの婚姻と家族』（未
　　来社，1969年）pp．301－400，中根千枝「家族の構造』（東京大学出版会，1970年）
　　pp，161－300，荒松雄『現代インドの社会と政治』（中公文庫，1992年）pp．28－39を
　　参照。
（10）　このドメスティック・バイオレンスの諸相については，マドゥー・キシュワール，
　　ルース・バニタ編（鳥居千代香訳）「インドの女たち「マヌシ」からの報告』（明石
　　書店，1990年）を参照。
（11）Monmayee　Basu，　Hindu　Women　and　Marriage　Law（From　Sacrament　to
　　Contract），　Women＆Law　in　India，　Oxford　University　Press，2001　p．21
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なる。ヒンドゥー婚姻法の目的は，「宗教的要素を減じて婚姻制度を世俗化す
ること」にあり，「従来，一つの宗教的な制度（サクラメント）と考えられて
いたヒンズー教徒の婚姻は，今日或程度まで契約関係へ転化しようとされてい
る」とされる（12）。婚姻制度の世俗化については，①一夫多妻制を禁止して一
夫一婦制を定め，婚姻の実質的要件を明確に示し，②異なったカーストの男女
間の婚姻に関する制約を取り除き，③裁判による離婚をインド全域にわたって
認めて，イギリス法にならって，離婚訴訟事件（matrimonial　causes）に関
する規定をととのえた，という3点に求められる（13）。
　しかし他方で，「ヒンドゥー法の下での婚姻は，しかしながら，ヒンドゥー
婚姻法の制定によってもなんらの根本的変容を被ってはいない。実際，その概
念の基本構造にはいささかの手も触れられておらず，それは依然としてサンス
カール（sanskar）つまりは秘蹟（sacrament）である。ヒンドゥー教徒にとっ
て，婚姻は合意あるいは契約の問題ではなく，二つの霊魂の精神的結合である」
（Shakuntala　v．　Nilkanth，1973，　maharashtra　Law　Journal，310）と解され
ている（14）。このように徹底的に社会的制度として理解されているところにヒ
ンドゥー婚姻法の問題があろう。婚姻当事者の意思をどのように解するかにつ
いては，婚姻の成立要件に関わる問題であるから後述することとし，まずヒン
ドゥー婚姻法の適用関係についてまとめておく。
　ヒンドゥー婚姻法の適用対象は，基本的にヒンドゥー教徒間の婚姻である。
ヒンドゥー婚姻法第1条第2項は，「本法は，ジャンムー・カシュミールを除
くインド全土及び同地域に住所を有するが現在はジャンムー・カシュミールに
居住するヒンドゥー教徒に適用される」と定めている。ここでヒンドゥー教徒
とは，「ヴィーラ・シヴァ（Virashaiva）＝リンガーヤト派（Lingayat），又
は，ブラフモ・サマージ　（Brahmo　Samaj），プラールタナー・サマージ
（12）　ジェイン。前掲邦訳書p．186（注4）
（13）　山崎1976・p．310
（14）大野・前掲p．　257より引用。なお，同判決の背景については，Werner　F．
　Menski，　Modern　Indian　Family　Law，　Curzon，2001，　pp．30－31を参照。
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（Prarthana　Samaj），アーリヤ・サマージ（Arya　Samaj）の信者を含む」
（第2条第1項㈲）とされている。サマージとは，「協会あるいは結社などを意
味する言葉であるが，その語が示すように，何れも，特定の指導者を中心とし
て改革運動を実践的に行う教団」㈹とされている。ヴィーラ・シヴァニリンガー
ヤト派は，リンガ（最高神）が万人を平等にするとして，カースト差別を認め
ない（16）。また，ブラフモ運動はラーム・モーハン・ローイによる改革運動，
プラールタナー・サマージ（祈りのつどい）はラーナデによる改革運動，アー
リヤ・サマージはダヤーナンダ・サラスヴァティーによる復活主義運動であ
る（17）。
　しかし同法第2条第1項（b）によって，「本法は，仏教徒，ジャイナ教徒およ
びシク教徒にも適用される」のであり，また，「イスラーム教徒，キリスト教
徒，パールシー（ゾロアスター教徒），ユダヤ教徒でないインドの居住者にも
適用される」（第2条第1項（c））のであって，かなり広い適用範囲を有してい
る。しかし，本法が適用される諸宗教が婚姻に対して教義を共通しているとい
うわけではない。むしろ立案当時の法務大臣であり立案担当者でもあったアン
ベードカルが，「シク教徒，仏教徒，ジャイナ教徒へのヒンドゥー法案の適用
は，歴史的発展の結果であり，今更反対しても遅い」〔18）と述べたように，ヒン
ドゥー法による統一化が図られたのである。この統一化は，「地方によってま
たカーストによって異なる多様なヒンドゥー家族法を統合し，全ヒンドゥー教
徒（シク教徒，ジャイナ教徒，仏教徒をも含む）に適用される近代的・民主的
な家族法を制定しようとする試み」（19）であった。
（15）荒・前掲p．90
（16）J．A．デュボア（重松伸司訳注）「カーストの民』（東洋文庫，1988年）p．　182を
　参照。なお，同派の教義等の詳細については，ラーマクリシュナ・ゴパール・バン
　　ダルカル（島岩訳）『ヒンドゥー教』（せりか書房，1984年）p．381－405を参照。
（17）　これらの宗教改革運動の内容については，荒・前掲p．89－138，ルイ・ルヌー（渡
　　辺照宏・美田稔共訳）『インド教』（文庫クセジュ，1991年）p．123－126，中村元
　　『インド思想史（第2版）』（岩波書店，1968年）p．246－251などを参照。
（18）　ダナンジャイ・キール（山際素男訳）『アンベードカルの生涯』（光文社新書，
　　2005年）p．304
（19）　山崎元一『インド社会と新仏教』（刀水書房，1979年）p．　83
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　仏教は，マウリヤ朝のアショーカ王（紀元前3世紀）によって勢力を獲得し
たが，13世紀にインドの地から消え去ったといわれる。しかし本法施行後で
ある1956年になって，アンベードカルが仏教に帰依して仏教を復活させた。
アンベードカルの仏教理解は正しくないと批判されるが（2°），基本的にはカース
ト制度による不平等を否定し，仏教の理性・慈悲・平等の3原理を強調したの
である（2’）。ジャイナ教は，仏教と同じころ（紀元前5～6世紀），ヴァルダマー
ナ（偉大な英雄＝マハーヴィーラと呼ばれる）によって創始されたものであり，
不殺生・真実語・不盗・不淫・無所有の5つの戒律を守ることを課した（22）。
仏教とジャイナ教は，家族と一緒に生活しながら祭式を施行したバラモンの宗
教的権威を認めず，修行者は世俗的な生活を捨ててきわめて簡素な生活をしな
がら修行に励むという共通点を有しており，ヴェーダの宗教に対する反抗運動
であったと評することができよう㈱。したがって，これらの宗教は，ヒンドゥー
婚姻法と親和性をもつといえる。なお現代仏教では，婚姻は秘蹟などではなく
夫婦間の契約であるとされる（24）。しかし，原始仏教では，確かに夫婦間の平
等を説いてはいるが，子のために適当な妻を迎えるのが親の義務とされており，
子の結婚は親が定めるものとして必ずしも個人間の契約とは考えられていなかっ
たようである（25）。
　シク教は，1500年ころにナーナクによって創始されたものであり，その教
義はヒンドゥー教とイスラム教とが微妙に融合したものであるとされ，偶像崇
拝を否定し，『“絶対真理”である聖なる“唯r・一一一・なるもの”』に対する厳格な一
神教的性格を維持している。婚姻に関しては，「アナンド・カーラジ」（新郎新
（20）　アンベードカルの仏教理解については，B．R．アンベードカル（山際素男訳）『ブッ
　　ダとそのダンマ』（光文社新書，2004年）を参照。
（21）　アンベードカルの仏教思想については，山崎元一・前掲書，キール・前掲邦訳書
　　を参照。
（22）　ジャイナ教については，中村・前掲p．46－52，79－80，99，133－134，182－183，222－
　　223，226，渡辺研二『ジャイナ教』（論創社，2005年）を参照。
（23）　山崎利男『悠久のインド』（講談社，1985年，以下，「山崎1985」として引用）p．
　　69などを参照。
（24）　Basu，　op．　cit．，　p．31
（25）　中村元『原始仏教』（NHKブックス，1970年）p，166－189を参照。
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婦が『グル・グラント』のまわりを4周回るもの）など儀式性が強く㈱，ヒン
ドゥー婚姻法との親和性は高いように思われる。しかしヒンドゥー法への統合
化には当然抵抗を生むはずであり，アンベードカルがシク教徒にヒンドゥー法
典の適用を受けることに同意させたとされている⑳。
第3節　婚姻に関する慣習と法
1．マヌ法典における婚姻法
　紀元前後に編纂されたと推定されている『マヌ法典』においては，配偶者選
択の条件につき，次のように記載されている（28）。「30歳の男子は好ましき12
歳の少女と結婚すべし。24歳の男子は8歳の少女と結婚すべし。もしも彼の
諸義務（の遂行）の妨げらるる時は，彼は直ちに（結婚すべし。）」（9－94）。こ
れは婚姻年齢について花嫁が花婿のおよそ3分の1が望ましいことを示してい
るが，婚姻障害については詳細に定めている。第1に，配偶者は同一ヴァルナ
（バラモン（＝ブラーミン）・クシャトリア・ヴァイシャ・シュードラという4
つの種姓）でなければならない（3－4，3－12～16）。第2に，母方のサピンダ親
と父方のゴートラ（gotra）に属する配偶者は避けなければならない（3－5）。
サピンダは一定範囲の近親を指し，ゴートラは家系の始祖を同じくする家を指
している（29）。そして第3に，祭式の実行を怠ったりヴェーダを学習しなかっ
たりする家庭や吉相を欠く家庭や娘は避けなければならない（3－4，3－6－11）。
また『マヌ法典』は，ブラーフマ婚，ダイヴァ婚，アールシャ婚，プラジャー
パティヤ婚，アースラ婚，ガーンダルヴァ婚，ラークシャサ婚，パイシャーチャ
（26）　シク教については，コール＆サンビー（溝上富夫訳）「シク教一教義と歴史』
　　（筑摩書房，1986年），N－G．コウル・シング（高橋尭英訳）「シク教』（青土社，
　　1994年）を参照。
（27）　山崎利男「家族法と社会の変容」臼田雅之ほか編『もっと知りたいインドll』
　　（弘文堂，1989年，以下，「山崎1989」として引用）p．46（注）1
（28）　以下，マヌ法典の引用については，田辺繁子訳『マヌの法典』（岩波文庫，1953
　　年）による。
（29）渡瀬信之『マヌ法典』（中公新書，1990年）p．89－90。なお，K．　M．カバディア・
　　前掲邦訳書p．191以下を参照。
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婚の8種類の結婚形式を挙げ，それらの幸不幸とヴァルナごとに妥当する形式
を論じている（3－20～42）。
　『マヌ法典』における夫婦間の義務については，「互に死に至るまで真実を守
るべし，とはこれ夫婦間の最高の法を要約せるものと知るべし」（9－101）と相
互に誠実であることが最高の法とされている。夫は妻に対して，「夫は妻を神
より与へられたるものとして嬰るべし。自らの意思によるにあらず。神々に喜
ばるる事をなしつつ，常に彼の貞節なる（妻）を扶養すべし」（9－95）とされ
ている。しかし妻は，「（女子は）幼時に於ては父（これを）監護し，若き時は
夫（これを）監護し，而して老年に於ては子息（これを）監護す。女子は決し
て独立に値せざるものなり」（9－3。なお，5－148も同旨）として，夫への服従
義務が課されている。その結果，「たとへ規定に基づき少女を受けたりとも，
（もし彼女に）欠点あるとき，病あるとき，或は処女にあらざる時，又は詐欺
によりて与へられたる時は，彼は彼女を遺棄するを得」（9－72）とされ，「もし
妻飲酒に耽り，その行ひ悪しく，（夫に）逆らひ，悪病あり，他人に害を与へ，
物を浪費する時は，何時にても（他の婦人をして，これに）替ふるを得」（9－
80）などと一方的な依存関係として記述されているのである。しかも夫に先立
たれた場合，寡婦の再婚に関しては，「婚姻に関する密呪（マントラ：mantra）
に於て，（寡婦の）指令は，何処にも説かれず，婚姻に関する規定の中に寡婦
の再婚（を命じたるもの）なし」（9－65）と否定している。
　もともとヒンドゥーの結婚の目的は，ダルマ（dharma；法），ブラジャー
（praja：子孫），ラティ（rati：快楽）にあるとされていた。ダルマが結婚の
第一の最高目的であるとみなされ，生殖行為は第二に最良のものであるが，家
族および共同体の双方の利益のたあの義務でもあるとされたのである。すなわ
ち，ダルマが結婚において優位を占めたのは，子孫や性欲のためではなく，配
偶者を得て宗教的義務を実現することにあった。そして結婚が神聖視されるの
は，それが取消しのきかないものであるからでもあるとされ，永久不変の結婚
が高潔な観念とされたのである（3°）。
（30）　カバディア・前掲邦訳書p．245－247
　　　　　　　　　　　　　　　　－111一
法科大学院論集　第2号
2．ヒンドゥーの婚姻慣習
　婚姻は永遠不変とする観念は，確かに高潔であるに違いないが，結婚を持続
させる責任に関しては，上記のように夫と妻の間には明白な差別があった。一
人の夫に献身的に仕えることを「パティヴラター（pativrata）の理想」と呼
び，「ちょうど川が大海に合流して自己の姿を失うように，妻は自己の個体を
夫のそれに没入せしめるものと考えられた」と評されるように，妻を個として
尊重する観念など存在しないに等しかったといえよう。そのため，サティー
（sati：貞女）の観念を生み，寡婦の再婚は禁止されるという慣習が発生した。
しかしそれにとどまらず，夫が死亡した場合，妻が夫を火葬にする薪の上に身
を投げる犠牲の風習をも生み出すに至ったのである（31）。
　サティーは，前記のブラフモ運動の中心であったラーム・モーハン・ローイ
の英雄的な努力により，1829年の「サティー禁止法（Prevention　of　the　Sati
Act）」が制定されて禁止されるに至った。またサティー禁止法の論理的帰結
として，1856年には，ヴィディヤーサーガルの運動によって，「寡婦再婚法
（Widow　Remarrige　Act）」が成立している（32）。しかしこの法律については，
「それは周知の理由によって人々に採用されなかった。法自体は，たんにヒン
ドゥーの寡婦再婚を立法化し，その結果生まれた子供を嫡出子と認めたにすぎ
ない」と評されている㈹。サティーの風習は，現在もなお稀に行なわれてい
るといわれているが，1987年9月4日にはサティーに名を借りた殺人行為が
疑われる事件（ループ・カンワール事件）も発生している㈹。
（31）　カバディア・前掲邦訳書p．　247－248
（32）　寡婦再婚法成立の経緯については，粟屋利江『イギリス支配とインド社会』（山
　川出版社，1998年）p．24－27を参照。
（33）　カバディア・前掲邦訳書p．221。なお，同書は，そのようなメリットでさえ無効
　　になってしまう余地があることも指摘している。
（34）ループ・カンワール事件の詳細と社会的反応については，堀内みどり『インド結
　婚事情』（近代文藝社，1994年）p．128－138，鳥居千代香『インド女性学入門』（親
　水社，1996年）p．17－20を参照。
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　また，インドでは極端な幼児婚の風習もみられる㈹。幼児婚の風習が寡婦
の再婚禁止問題をより大きな問題に拡大したのである。なぜなら，幼児婚後に
夫が天折してしまうと，幼児である妻は残された生涯を寡婦として送らなけれ
ばならないこととなるからである。幼児婚の要因については，①処女性を尊重
して，初潮前に結婚させるという動きが生じた，②再生族（バラモン，クシャ
トリア，ヴァイシャの3ヴァルナ）の女性にとっては，結婚式が男子の入門式
に相当する唯一の「浄法」であるとされ，父の支配から夫の支配に移行するこ
とに疑問をもったり間違いを起こしたりする年齢に達する前に行うべきである
とされた，③インドにムスリム勢力が侵入して以来，多妻制をとるムスリムか
ら逃れるために，初潮前の幼児を結婚させる風習が広まった，④カースト規制
および女性の結婚条件の厳しさから，少しでも早く許婚者を決めて挙式させよ
うという動きが生じた，などが指摘されている（36）。
　幼児婚の風習に対しては，1884年にマラーバリーが幼児婚を間接的に抑制
するための活動を開始していたが，1890年に「バリ・マイティー事件」（35歳
の夫パリが10歳の妻に強制的な性交渉を強いた結果，妻を死亡させて殺人罪
に問われた事件）をきっかけとしてイギリス本土からも幼児婚抑制の圧力が強
まっていき，1929年には，「幼児婚抑制法（Child　Marriage　Restraint　Act）」
が成立した。この法律をもって，男子18歳・女子15歳という最低結婚年齢が
定められた。
　しかし，これに関しては，「これをもって女性の地位改善にたいする世論が
成熟したとみるのは早計であろう」「一定の女性教育の必要性が認識されてい
たこと，幼児婚による早期の出産は脆弱な子孫を生み，それは民族的観点から
宜しくない，といった，女性の地位そのものとは直接関係のない理由からも，
幼児婚の規制は支持されたからである」と評されている㈹。なお，この後も
（35）　幼児婚の実態については，M．　K．インディラ（鳥居千代香訳）『幼い未亡人』（三
　　一書房，1993年）が参考になる。
（36）辛島昇・奈良康明『インドの顔』（河出書房新社，1991年）p．196－197
（37）　以上につき，粟屋・前掲p．27－30を参照。
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法改正により婚姻適齢は上昇し，現在は男子21歳女子18歳となっている。こ
の婚姻適齢の上昇傾向は，婚姻が当事者間の契約であるとする考え方にも影響
を受けているように思われる。
　これらの慣習・風習に対し，ヒンドゥー婚姻法第4条（a）は，「本法に規定さ
れている事項に関しては，それまでのヒンドゥー法と慣習は効力を失う」と規
定した。しかし他方で，第29条第2項では，「挙式が本法施行前にあるいは後
になされたかを問わず，ヒンドゥー教徒の婚姻を解消するについては，慣習又
は特別立法によって認められた権利に対して，本法のいかなる定めも影響を及
ぼすとみなしてはならない」と規定しており，なお本法施行前の慣習や特別立
法に基づく離婚が認められたのである⑯。それでは，ヒンドゥー婚姻法が施
行された後の婚姻の実情はどのようになっているのだろうか。
　婚姻の実情を知るたあの手がかりとしては，求婚者がどのような婚姻意識を
有しているかを述べている「求婚広告」が参考になろう。今日におけるヒンドゥー
教徒の婚姻状況については，「求婚広告」の分析がさまざまな視点からなされ
ている（39）。それらによれば，婚姻の集団的な規制因子については，①カース
ト制度：ヴァルナとジャーティ（生まれを同じくする集団），②外婚集団（サ
ピンダ，ゴートラなど），③宗教・言語，④家族，などが挙げられている。個
人的な規制因子については，①ホロスコープ（誕生星），②生物学的・形質的
属性，③社会的・文化的属性，などが挙げられている㈹。すなわち，これら
（38）　本法制定後の婚姻訴訟事件に関する提訴件数の漸増状況（件数自体が余りにも少
　　ない）に対する原因として，この除外規定に原因の一端があるとされている（辛島＝
　　奈良・前掲p．　218－220）。
（39）辛島昇＝辛島貴子「インドの新聞に見る求婚広告」「季刊人類学（4－1）』（社会思
　　想社，1973年），辛島昇「インドの女性問題」田中於菟弥編「サリーの女たち』
　　（評論社，1976年）p．　252－274，辛島貴子「私たちのインド』（中公文庫，1983年）p．
　　229－248，同「家庭と生活」臼田雅之ほか編前掲p．59－85，山本剛郎・三上勝也「現
　　代インド社会の変動過程』（ミネルヴァ書房，2000年）p．　223－254，堀内・前掲p．11－
　　95，辛島＝奈良・前掲p．90－108，p．202－204などを参照。
（40）　山本＝三上・前掲p．　231－233。なお，カースト制度に関しては，山崎元一・仲村
　　尚司「カーストの定め」辛島昇編『インド入門』（東京大学出版会，1977年）p．181－
　　202等を参照。
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の分析に共通しているのは，相手方の性格がほとんど問題とされておらず，婚
姻が両性の自由な意思に基づく平等な関係というにはほど遠いという状況であ
る。
　確かにヒンドゥー法が「たてまえ」という理想論的な色彩を有していること
は否定しえないだろうが，しかし単なる理想そのものではなく，法よりも慣習
に支配されるような状況も「徐々に変わりつつある」と評されている。ただし，
それと同時に，「不思議なことに」婚姻の自由を享受する女性が「近代的であ
ることに今もって何かしら後めたい気分に駆られているらしいのは（たとえば，
自分は悪妻だなどと言い訳をしたりする人が多い），やはり長く女性の置かれ
てきた立場が尾を引いているということになるであろうか」とも言われている
のであってc41），いまだ慣習による社会的規制が強く働いているように思われ
る。
第2章婚姻の成立要件
第1節実質的要件
　ヒンドゥー婚姻法は，婚姻の実質的要件につき，
る。第5条は次のような規定となっている。
第5条で総合的に定めてい
第5条前文：婚姻は，次の条件を満たす二人のヒンドゥー教徒の間において挙
　　　　　　式されることを要する。
　　　第1項：婚姻時に婚姻当事者のいずれも，生存配偶者を有しておらず，
　　　第2項：婚姻時に婚姻当事者のいずれも，次の各号に該当せず，
　　　　（a）精神疾患のため，有効な同意能力を欠く，又は，
　　　　（b）有効な同意能力はあっても，婚姻および生殖に適さないほど重度
（41）辛島＝奈良・前掲p．220－221
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　　　の精神病に罹患している，
　（c）反復する精神異常の発作に冒されている
第3項：婚姻時に新郎が21歳に，新婦が18歳に達しており，
第4項：婚姻当事者が婚姻禁止関係の範囲内にないこと。但し，婚姻当
　　　事者を規律する慣習が婚姻を認めている場合にはこの限りではな
　　　い。
第5項：婚姻当事者がサピンダ（sapinda）関係にないこと。但し，婚
　　　姻当事者を規律する慣習が婚姻を認めている場合にはこの限りで
　　　はない。
　第3項の婚姻適齢については，前述したように幼児婚を抑制するため，1929
年の幼児婚抑制法を受けて本法でも男子18歳，女子15歳と定められたが，そ
の後の改正によって男子21歳，女子18歳にまで引き上げられた（42）。第4項
に定める婚姻禁止関係の範囲については，第3条（9）において，次のように定め
られている。
第3条（9Xi）：片方が他方の直系尊属である場合
　　　　㈹：片方が他方の直系尊属又は直系卑属の配偶者であった者である場合
　　　　伍）：片方が他方の兄弟の妻又は父若しくは母の兄弟の妻又は祖父若し
　　　　　　くは祖母の兄弟の妻であった場合
　　　　働：両当事者が兄弟姉妹，叔父と甥，叔母と姪の関係にある場合又は
　　　　　　兄弟姉妹・兄弟・姉妹の子である場合
　また，第5項に定めるサピンダ関係については，前記の『マヌ法典』では明
確にされていなかったのであるが，第3条（f）において，次のように定義さ
れている。
（42）　この点については，落合淳隆『増補　インドの政治・社会と法』（敬文堂，1998
　年）p．213－214を参照。
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第3条（fXi＞：当該人を第一世代として，母方は直系尊属三代，父方は直系尊属
　　　　　　五代まで
　これらの婚姻に関する実質的要件が定められた意義は，次のように指摘でき
る。①インド全域にわたる一夫一婦制の確立，②婚姻禁止関係範囲の明確化，
である（43）。しかし，実質的要件で最も問題であるのは，③男女両性の合意が
要件とされていないこと，である。すなわち，「本法律によって，ヒンドゥー
教徒の婚姻が契約にもとつくものとなったわけではない」と言われる所以であ
る（44）。もっとも，現行のヒンドゥー婚姻法では，第5条第2項が婚姻に対す
る同意能力を要することを前提としており，同意能力のない婚姻は取り消しう
るものとされている（第12条第1項（b））。また，当該同意に暇疵がある場合の
婚姻も取り消しうるものとされており（第12条第1項（c）），必ずしも契約的契
機を含んでいないわけではない。確かに第12条はイギリス法を継受したもの
であろうが，イギリス法のように「合意の欠如（lack　of　consent）」について
正面から規定してはいないため㈹，婚姻は契約であるとまでは断言できない。
しかし前述したヒンドゥー教における女性への不合理な悪習は，婚姻を徹底し
て宗教的な制度と理解していることに基づいており，先にも引用したように
「契約関係へ転化しようとされている」㈹ことを重視すべきであろう。
第2節形式的要件
　次に婚姻の形式的要件については，
ている。この儀式と祭式については，
めている。
ヒンドゥー教の儀式と祭式が重要視され
ヒンドゥー婚姻法第7条が次のように定
（43）
（44）
（45）
（46）
山崎1976p．315－316
山崎1976p．313（注）18，316，大野・前掲p．257
山崎1976p．319
ジェイン・前掲邦訳書p．186（注4）
　　　　　　　　　　　　－117一
法科大学院論集　第2号
第7条第1項
第2項
ヒンドゥーの婚姻は，婚姻当事者のいずれかの慣習的な儀式と
祭式に則って挙式しなければならない。
前項に定める儀式と祭式がサプタパディー（saptapadi：新郎
と新婦とが一緒に神聖な火の前において7歩を歩むこと）㈹を
含む場合，当該7歩を歩んだときに婚姻が成立し，拘束力を持
っこととなる。
　これに対して，ヒンドゥー婚姻法には婚姻登録制度が定められているが，婚
姻の登録は婚姻の有効要件とはされていない。婚姻登録の制度の目的は，婚姻
の証明を容易にするためにすぎず（第8条第1項），登録を行わないことは婚
姻の有効性に影響を与えないのである（同条第5項）。したがって，「インドで
は，今日でも一般には結婚登録などしないで，結婚式がそのまま社会的にも結
婚の成立したことの証しになるのだから，盛大であればあるほどよいことにな
る。貧乏な階級の者でたくさんのお客を招待できないような時にはじめて，法
的保護を求めるために登録をするようである」㈹と言われる。
　このようなヒンドゥー婚姻法における儀式と祭式については，「結婚を完成
するたあには，いくつかの儀式を行わなければなら」ず，「その主要なものは，
ホーマhoma（焼灌式）一聖火の供儀一，パーニグラハナpanigrahana
（握掌式）一花嫁の手を握ること一，サプタパディーsaptapadi（七歩式）
一花嫁と花婿がともに七歩進むこと一である」とされている（49）。ただし，
こうした儀式が正しく実行されなければ，法的には結婚したことにならないこ
ととなるのである。しかしながら，そうであればこそ，「重婚をしようとする
男性は，結婚が成立するのに必要な儀式の一つをぬかして不完全な形をとった
（47）　なお，この点については，現在の儀礼では，火の周りを7周歩むものとされてい
　　ることも多いようである。
（48）辛島貴子・前掲p．238
（49）　カバディア・前掲邦訳書p．246。なお，ルヌー・前掲邦訳書p．91は，これらの
　儀式につき，「呪術的な象徴にかくれた原始的な『掠奪』の名残りがうかがわれる
　契約結婚の形式が認められる」としている。
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り，他の習慣に認められたやり方で結婚する。こうして訴えられるのをさけ
る」㈹という脱法行為が生じてしまうのであって，婚姻関係における妻の保護
を欠くこととなる。
第3節婚姻の効力
1．実質的要件違反
　（1）第5条第1項（＝重婚），第4項（＝婚姻禁止関係の範囲内の婚姻），
　　第5項（＝サピンダ関係にある婚姻）違反の場合
　これらの婚姻障害違反の場合，当該婚姻は無効とされる（第11条）。しかも
重婚違反の場合には，婚姻当事者に刑罰が科されることとなる（第17条）。但
し，第11条によって無効判決がなされた場合であっても，当該婚姻が単に解
消されたとするならば嫡出子とみなされたであろうとされるときは，子は嫡出
子とみなされる（第16条第1項）。婚姻が取り消された場合も同様である（同
条第2項）。これは，できる限り子を嫡出子として保護しようとしたことにほ
かならない（51）。
　②第5条第2項違反（＝当事者の精神障害）
　この場合には，当該婚姻は取り消しうべきものとなる（第12条第1項（b））。
婚姻当事者に重度の精神障害がある場合には，実質的な婚姻意思を形成しえな
いのであって，これを取消原因として規定していることは，ヒンドゥー婚姻法
の契約的側面を補強する要素であると解することができよう。もっとも，『マ
ヌ法典』における「互に死に至るまで真実を守るべし」という義務を遂行する
には，一定の精神能力が不可欠であるとするならば，婚姻が宗教的制度であっ
たとしても，必然的に要請される要素であって，一概に契約的側面のみを強調
することはできない。
（50）　鳥居・前掲p．81－82
（51）　山崎1976p．318
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　③　第5条第3項違反（＝婚姻適齢違反の場合）
　この場合には，婚姻は有効である。しかし，かかる婚姻を周旋した者に罰則
の適用がある。但し，その刑罰は15日以内の懲役若しくは1，000ルピー以下
の罰金又はその併科であり，第5条第4項・第5項違反の刑罰は1か月以内の
懲役若しくは1，000ルピー以下の罰金又はその併科となっており，若干刑罰の
程度は低く定められている（第18条（aXb＞）。
2．形式的要件違反
　ヒンドゥー教の儀式と祭式に基づく挙式を履践しなかった場合，婚姻は無効
ということになる。いかに婚姻当事者が実質的な婚姻意思を保有していたとし
ても，婚姻は無効となってしまうのであるから，これは婚姻が宗教的制度であ
ることを最も象徴している規定である。もっとも，ここでも慣習に応じた儀式
と祭式をもって挙式することが実質的な婚姻意思として含まれると解するので
あれば，婚姻を制度か契約かで明快に二分することはできないはずである。そ
のような意味で，婚姻が制度なのか契約なのかに関しては，相対的な問題にす
ぎないのである。しかし特にサプタパディーが含まれる場合には，それが婚姻
の成立要件とされているため，この要件を欠く場合には婚姻関係は不成立＝不
存在ということにもなろう（52）。この点でヒンドゥー婚姻法は特殊性を保有し
ており，制度＝契約の相対性を超える宗教的制度の性格をもつといわざるをえ
ないのである。
3．その他の取消原因
　その他，ヒンドゥー婚姻法では，婚姻の成立要件になっていなくても，一定
の事由が存する場合には，婚姻の取り消しが認められている。それは次のよう
な場合である。前述したように，下記の②が婚姻の成立要件でないにもかかわ
（52）辛島貴子・前掲p．243によれば，7歩あゆむべきサプタパディーにつき，「自分
　　は6歩しか歩かなかった」との理由で実際に婚姻不成立を最高裁まで争った事件が
　　あるようである。
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らず取消原因として規定されていることは，少なくとも婚姻当事者の意思を重
視しているといえよう。しかも取消原因事由が発覚した後に，相当の時間の経
過あるいは共同生活の実行によって，その珊疵が治癒されることを定めている
のは，契約的側面が考慮されているからであると解することもできよう。
　（1）被告の性的不能（第12条第1項（a））
　②　原告の同意（原告の婚姻適齢未満の場合は後見人の同意）が，儀式の性
　　格又は被告に関する重要事実若しくはその置かれた状況につき，強迫又は
　　詐欺によって得られたこと（第12条第1項（c））。但し，強迫が止んだとき
　　又は詐欺が発覚したときから，1年以上経過していたり，その後に十分な
　　合意をもって夫婦として生活したりした場合には，当該訴えは却下される
　　（第12条第2項（a）（i）（li））。
　（3）婚姻時に被告が原告以外の者によって妊娠していたこと（第12条第1
　　項（d））。但し，婚姻時に原告が知っていたり，当該訴えが婚姻後1年以上
　　経過して提起されたり，又は，妊娠している事実が発覚した後に合意をもっ
　　て夫婦関係を持ったりした場合には，当該訴えは却下される（第12条第
　　2項（bXi）㈹㈹）。
第3章　婚姻の効果
1．婚姻の一般的効果
　ヒンドゥー婚姻法は，有効な婚姻から次のような法的効果が生ずることを定
めている㈹。
　（1）当事者間における性的交渉が合法化される
　これはいわば婚姻の本質からして当然であろうが，挙式後，配偶者以外の第
三者と任意に性的関係をもったことが離婚原因とされており（第13条第1項
（53）　ジェイン。前掲邦訳書p．35－36。大野・前掲p．258－259も同旨。なお，その順序
　については，日本法に照らして並べ替えている。
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（i）），夫婦は相互に貞操義務を負っていると解すべきものであろう。
　（2）当事者に同居義務を課し，かつ，同居協力の権利を与えている
　これも婚姻の本質から当然に認められる。後述するように，当事者の一方が
正当な理由なくして他方との同居を拒む場合，配偶権回復（restitution　of
conjugal　right）の訴えを提起することができる（第9条）。
　（3）夫は妻を扶養する義務を負う
　妻は，夫に扶養を請求する絶対的な権利を有するのであり（「ヒンドゥー養
子及び扶養法（Hindu　Adoptions　and　Maintenance　Act，1956）」第18条第1
項第2項），夫が扶養義務を怠った場合には，「刑事訴訟法（Code　of　Criminal
Procedure，1973）」第125条以下によって，扶養料に関する救済が迅速かつ安
価に得られる利点がある㈹。また，妻の扶養を怠ることは，夫による妻の遺
棄となり，裁判別居事由あるいは離婚事由に該当する㈹。
〔4）夫婦から生まれた子は嫡出子となる
　嫡出子は，両親及び他の親族の財産を相続する権利を付与されている（ヒン
ドゥー相続法（Hindu　Succession　Act，1956））。なお，ヒンドゥー婚姻法で
は，前述したとおり，最大限に子の嫡出性保護が図られている。
　⑤　夫婦相互に相続権が確立される
　ヒンドゥー相続法によって，男女間の相続法上の差別を撤廃し（第8条，第
15条など），女性に財産承継を認める場合の制限も撤廃したことが指摘され
る（56）。
（54）大野・前掲p．265－266を参照。
（55）　ジェイン・前掲邦訳Pt　p．215
（56）　ヒンドゥー相続法については，山崎1991を参照。
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2．裁判別居と配偶権回復
　（1）　裁半lj　Sll居
　裁判別居（judicial　separation）とは，この判決が与えられても，婚姻当事
者が法律上の夫婦であることには変わりがないため，他の異性と婚姻した場合
には重婚罪に問われることとなるが，この判決によって夫婦の別居が法的に認
められ，原告の被告に対する同居義務を喪失させることとなるものである（ヒ
ンドゥー婚姻法第10条第2項）。
　裁判別居の要件は，第13条第1項に定める離婚原因がある場合又は同条第
2項に定める妻からの離婚請求原因がある場合である（第10条第1項）。この
制度は，離婚が認められなかった時代の「寝床と食卓の離婚」を引き継いだも
ので，婚姻関係を解消するものではない（57）。
　②　配偶権回復
　配偶権回復（restitution　of　conjugal　right）とは，夫婦の一方が正当な理
由なく夫婦共同生活を離脱した場合に，他方配偶者は配偶権回復の訴えを提起
して，夫婦としての共同生活を回復することを請求するものである（第9条）。
この正当な理由の有無に関する立証責任は，夫婦共同生活を離脱した側に存す
る（同条）。
　配偶権回復の訴えが認められた場合には，別居が違法なものとなり，被告側
が扶養料を請求することはできなくなるという効果を有する。
第4章　離 婚
第1節　総　　論
前述したように，『マヌ法典』においては，結婚が神聖視されるのは取消し
（57）　山崎1989p．49（注）7
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のきかないものであるからであるとされ，離婚は許されていなかった。しかし
他方で，慣習に基づく離婚も認められてきた。ヒンドゥー婚姻法は，離婚原因
を特定し，婚姻関係が破綻した一定の場合には，離婚が認められることを明記
したのである。
　特別婚姻法では，協議離婚（Divorce　by　mutual　consent）が認められて
いるが（第28条），ヒンドゥー婚姻法には，協議離婚の規定はない。協議離婚
は，婚姻が当事者間の契約であるからこそ認められるものであろうが，ヒンドゥー
婚姻法の場合，「1955年ヒンズー教徒婚姻法はこれに倣うこともできたであろ
うが，議会は明かに，かかる離婚観念そのものに喧しく反対している正統派ヒ
ンズー教徒をあまり烈しく侮辱することを，賢明とは考えなかった」（58）のであ
る。しかし他方で，ヒンドゥー婚姻法は離婚に関する慣習も尊重することとし
た（第29条第2項）。この規定については，「人々それも特に都会地よりも農
村地方の人々に離婚のために多くの費用と時間とを要する訴訟手続によらない
で，彼等自身の慣習にもとずき，面倒な形式や多数の費用をかけずに離婚を希
望獲得せしめようとの考慮」（59）に基づいているとされる。この慣習には，協議
離婚を認めるものも含まれているのである㈹。したがって，ヒンドゥー婚姻
法に協議離婚の規定がないことをもって，婚姻を契約と解することが理論的に
不可能であるということはできない。協議離婚の規定が設けられていないのは，
むしろ政治的な配慮にすぎなかったというべきであろう。
第2節裁判離婚
ヒンドゥー婚姻法における離婚原因は，次のように定められている。
①挙式後，配偶者以外の第三者と任意に性的関係をもったこと（第13条
　第1項（i））
（58）　ジェイン・前掲邦訳書p．237
（59）　ジェイン・前掲邦訳書p．232
（60）　ジェイン・前掲邦訳書p．237
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　②挙式後，原告に対して虐待行為を行ったこと（同項（ia））
　③継続して2年以上原告を遺棄したこと（同項（ib））。なお，この「遺
　　棄」には，裁判別居又は配偶権回復の判決後，1年以上にわたって夫婦共
　　同生活を回復できない場合を含む。
　④他の宗教に改宗したこと（同項㈹）
　⑤不治の精神病（同項㈹）
　⑥悪質かつ不治のハンセン氏病（同項av））
　⑦伝染性の性病（同項（v））
　⑧宗教上の地位によって世間から離脱すること（同項㈲）
　⑨7年以上の行方不明（同項㈲）
　これらの離婚原因については，④⑧のように宗教婚姻法であることに基づく
離婚原因も存するが，他は一般的な破綻を認めている（61）。①②③は相手方配
偶者の有責性を示す離婚原因である。①は婚姻当事者が相互に貞操義務を負う
ことを論理的前提としている。②は婚姻当事者が相互に扶助義務を負うことを
前提としているとみるべきであろう。③は婚姻当事者が相互に同居義務を負っ
ていることを前提とする。⑤⑥⑦⑨は必ずしも相手方配偶者の有責性を示す離
婚原因ではない。これらはヒンドゥー婚姻法が破綻主義を積極的に採用してい
ることを示すであろう。ただし，⑦⑨には相手方配偶者に有責性がある場合と
ない場合とが両方含まれるだろう。
　なお，妻側が主張しうる離婚原因として，次の2つが法定されている。
　　⑩本法成立以前に夫が他の婦人と婚姻しており，挙式時に当該婦人が生
　　　存していること（第13条第2項（i））
　　⑪夫が挙式後，強姦，男色，獣姦を犯したこと（同項㈹）
　　　また，離婚の訴えについては，次のような制限が課されている。
　（1）婚姻後1年以内には離婚の訴えを提起することができない（第14条第
　　1項）
（61）　なお，離婚原因の変遷については，チャンディラマニ・前掲p．24－25を参照。
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（2）但し，被告から特別な苦痛（exceptional　hardship）を受けた場合又
　は被告に著しい反社会的行為（exceptional　depravity）があった場合に
　は，1年以内であっても離婚の訴えを提起することができる（第15条第1
　項但書）。
第3節　ダウリーと離婚法
1．脱法としてのダウリー殺人
　ダウリー（Dowry）とは，婚姻に際して新婦側の家から新郎側の家に贈与
される花嫁持参金のことを指している。これは英語であって，インドの言葉に
は該当する言葉はない。もともとダウリーとは，古代ギリシャやローマ等で見
られた花嫁の父が花嫁に贈与する財産であった。インドでもそのような財産を
ストリーダナと呼んでいたが，上位婚（花嫁が自分の属するカーストより上位
カーストの男性と結婚すること）の普及とともに，「娘をもらってやって下さ
い」との申出に付随して家から家へ贈与される財産をダウリーと称するように
なった（62）。
　その結果，花婿の家側では，欲しい財産があるとそれを嫁の実家に要求し，
それがかなわなければダウリーが少ないとして一家をあげて嫁いびりをするこ
ととなる。これが嵩じていくと，嫁を著しく虐待して自殺に追い込ませたり，
挙句の果ては殺害したりして，再婚先から新たなダウリーをせしめようとする
事件が起きる。つまり，前述したようにヒンドゥー教の慣習では離婚は好まし
い事態でないのであるが，ダウリー自殺あるいはダウリー一殺人によって離婚手
続を経ることなく死別による再婚が可能となるのであって，ダウリー自殺・殺
人は容易に離婚法を潜脱する機能をもつこととなる。
　インド政府の統計によれば，1987年の1年間で少なくとも1，572人（後に
（62）以上につき，謝秀麗『花嫁を焼かないで』（明石書店，1990年）p．54－57を参照。
　　なお文学では，プレームチャンドがダウリー問題を扱ってきたが，近年でもワサン
　　ティ（粉川栄訳）「二連の首飾り」岳真也編『現代インド短編小説集』（彩流社，199
　　2年）p．　193－206で取り上げられている。
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1，786人と訂正）の花嫁が殺されたとされる。しかしそれだけではない。この
数字は，警察に届け出られたものと病院から報告されたものに限られている。
また，自殺に追い込まれた場合は含まれていない㈹。統計の数字がすべてダ
ウリー殺人であるとは限らないであろうが，その大半はダウリー殺人であると
推認できるであろうし，その暗数は数倍にも及ぶと考えられるのであるから，
ダウリー殺人がいかに大規模であるかを示す数字だといえよう。
　1988年にデリーで起こった150件のダウリー事件に関して，デリーの社会
調査センター（the　Centre　for　Social　Research）が行った調査によれば，69，3
％の親が嫁ぎ先から戻ってきた娘を再び嫁ぎ先に戻らせ，そのようにして嫁ぎ
先に戻った娘たちの77．9％が結局嫁ぎ先を追い出され，11．5％が殺されるに至っ
ているという驚くべき結果が出ている（64）。わが国でも，児童虐待，夫婦間暴
力，高齢者虐待という3つの家庭内暴力に対して，児童虐待防止法，DV防止
法，高齢者虐待防止法が整えられたが，もとの家庭に戻るのが最善であるとさ
れて，何ら条件も備わっていないのに被虐待者がもとの家庭に連れ戻される愚
を繰り返してきた。わが国の虐待防止法制を考えるうえでも，ダウリー殺人の
状況は参考になるだろう。
2．ダウリー禁止法
　ダウリー殺人による被害を抑止するために。1961年，「ダウリー禁止法
（Dowry　Prohibition　Act）」が成立した。改正後の現在の法律では，ダウリー
を次のように定義している。
第2条（ダウリーの定義）
　本法におけるダウリーとは， 直接又は間接に贈与される又は贈与することを
（63）　謝・前掲p．104－106。なお，ダウリー殺人の実態については，同書のほか，ジャ
　　ミラ・ヴァルギーズ（鳥居千代香訳）「焼かれる花嫁』（三一書房，1984年），スパ
　　ドラー・ブタリアー（鳥居千代香訳）『ダウリーと闘い続けて』（つげ書房新社，200
　5年）などを参照。
（64）　謝・前掲p．108－111
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約した財産又は有価証券（valuable　security）であって，
　（a）一方当事者から他方当事者に対して，又は
　（b）双方の親又はその他の者から，双方の親又はその他の者に対して，
婚姻時又はその前後に，婚姻に関連してなされたもの。但し，ムスリム・パー
ソナルロー（シャリーア法）が適用される人に対してなされる寡婦産（dower）
又は婚資（Mahr）は含まれない（65）。
　しかしそれには当初，「但し，婚姻の報酬（consideration）として贈与され
ない限り，婚姻時又はその前後に贈与された現金，装飾品，衣装その他の物品
はダウリーとはみなされない」との但書が付されていた。この規定によれば，
花婿側が明示的に要求したか，あるいは，花嫁側が婚姻の報酬であることを明
示したか，いずれかの証拠が存しない限り，同法違反とはならないこととなっ
てしまう。また，同法によれば，犯罪が起きてから1年以内に告訴しないと審
理の対象とはならないとされていた。しかも訴えることができるのは犯罪の被
害者だけであって，ダウリーを贈与した花嫁側も同法違反に該当するのである
から（同法第3条），幾重にもわたって容易には告訴されないことになる㈹。
したがって，同法が“ザル法”と呼ばれるのも理由がないことではない㈹。
第5章　ヒンドゥー婚姻法における契約的側面
　以上によれば，ヒンドゥー婚姻法における契約的側面については，次の各要
素を挙げることができる。
　①ヒンドゥー婚姻法が適用される仏教徒の婚姻については，契約と解され
　　て来たこと
（65）　シャリーア法，寡婦産，婚資の意義については，伊藤・前掲p．319－322，339－341
　　を参照。
（66）　この点については，ヴァルギーズ・前掲邦訳書p．168－169を参照。
（67）　同法の問題点については，Basu，　op．　cit．，　p．85－98を参照。
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　②婚姻適齢が上昇傾向にあり，現在は男子21歳女子18歳となっているこ
　　と
　③婚姻当事者に一定の精神障害がある場合，当該婚姻を取り消すことがで
　　きること
　④婚姻当事者の婚姻意思に錯誤・強迫・詐欺に基づく蝦疵がある場合には，
　　当該婚姻を取り消すことができ，それらに関しては当事者の意思を考慮し
　　た暇疵の治癒も定められていること
　これらに対して，ヒンドゥー婚姻法における制度的側面については，次の各
要素を挙げることができよう。
　①ヒンドゥー教徒の婚姻は当事者が解消しえない神聖なものとされてきた
　　こと
　②協議離婚の定あが置かれていないこと
　③ヒンドゥーの儀式や祭式が重視され，特にサプタパディーを含む場合に
　　はそれが婚姻の成立要件とされていること
　④婚姻の効力が儀式や祭式に基づく挙式を履践しなかった場合は無効であ
　　るが，当事者の意思に暇疵がある場合等は取消事由とされているにすぎな
　　いこと
　そうすると，ヒンドゥー婚姻法には多くの契約的側面が含まれているといえ
よう。しかし他方で契約的側面を強調するだけでは解消しえない宗教的制度と
しての側面も濃厚に存在している。ここにヒンドゥー婚姻法の妥協的な性格指
摘することができよう。特にヒンドゥー婚姻法は，社会の実態を反映させた立
法ではなく，アンベードカルの熱意によって今後の法文化を形成せんとする立
法であったのであり，「求婚広告」の分析に見られるとおり，いまだ実定法と
社会意識との間に存する溝は深いといわざるをえない。
　したがって，「伝統的な婚姻概念は，現在，大きな変容のもとにあり，従来
とは異なる法条項の制定および法改正によって適切に補強されることによって，
今日のヒンドゥー教徒の婚姻は多かれ少なかれ両当事者の相互のための契約た
る性質を有すると考えられるようになってきた。しかし，この変容が法によっ
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て影響を受ける範囲には限界があることにも気づく必要がある。立法化や法行
動だけを通じて女性の地位に変化をもたらそうとしても，成功は勝ち得ないだ
ろう。そうではなく，社会経済的な構造と社会的文化（価値，イデオロギー，
態度）を同時並行的に転換する運動が不可欠なのである」（68）との指摘があては
まるであろう。
（68）Basu，　op．　cit．，　p．36。なお，荒。前掲p．145を参照。
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